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Ⅰ. 世界の農薬市場

まず、世界の農薬市場についてご説明致します。
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世界の農薬市場
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ご覧のグラフは、世界の農薬市場の2010年から2020年までの実績と2025年の予
想を表したものです。
世界の農薬市場は、人口増加や新興国の経済発展などを背景に2010年の460億ド
ルから2014年の611億ドルへと拡大しました。
その後、一部地域での病害虫の小発生や天候不順による過年度の流通在庫の影響
などから弱含みで推移しましたが、2018年にブラジルなど主要市場が増加に転
じたことなどから再び拡大基調にあります。
アグバイオインベスター社の調査によれば、世界の農薬市場は今後5年間、年平
均3.0％の成⻑を遂げ、2025年には680億ドル、およそ7.5兆円に達するとされて
います。
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世界の農薬市場

北米
天候に恵まれたことなどから農薬市場は堅調に推移

中南米
世界最大のブラジル市場で大豆やトウモロコシの作付面積拡大などから需要が増加

欧州
天候不順や過年度の流通在庫の影響から市場全体が伸び悩む

アジア
温暖な気候が続いた中国やモンスーンの降雨量が豊富なインドで需要増加

日本
流通在庫圧縮の影響などから、ほぼ横ばいで推移

次に、昨年の世界の農薬市場について地域別にご説明致します。
天候に恵まれた北米では農薬市場は堅調に推移しました。
また、中南米では、ブラジルで大豆やトウモロコシの作付面積の拡大などから需
要が増加しました。
一方、欧州は天候不順や過年度の流通在庫の影響から市場全体が伸び悩みました。
アジアでは温暖な気候が続いた中国やモンスーンの降雨量が豊富だったインドな
どの需要が増加しました。
これに対し、日本は流通在庫の圧縮の影響などからほぼ横ばいで推移しておりま
す。
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Ⅱ. 2021年3月期実績

次に、2021年3月期実績についてご説明致します。
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2021年3月期実績
（単位：億円、％）

売   上   高 715 617 97 15.8

農薬（国内） 196 187 9 4.9

農薬（海外） 433 343 90 26.3

農薬（その他） 25 27 △ 2 △ 10.1

農薬以外の化学品 42 39 3 8.0

そ　の　他 18 20 △ 2 △ 10.1

売 上 原 価 473 406 66 16.4

売上総利益 242 211 31 14.7

販売費及び一般管理費 172 178 △ 6 △ 3.6

営 業 利 益 69 33 37 116.1

経 常 利 益 57 30 28 96.9

親会社株主に帰属する
当期純利益 43 12 31 268.2

2021年3月期
実績

（ご参考）
2019年4月-
2020年3月

実績
前年同期比 伸び率

前期の売上高は、中核事業である農薬事業が国内、海外とも好調に推移したこと
などから715億円と前年同期比97億円、15.8％の増収であります。
利益面では、営業利益は69億円と前年同期比37億円の増益、経常利益は57億円
と前年同期比28億円の増益となり、親会社株主に帰属する当期純利益は43億円
と前年同期比31億円の増益であります。
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2021年3月期実績

売上高 617億円 → 715億円 （＋ 97億円）

営業利益 33億円 → 69億円 （＋ 37億円）

国内農薬販売の増益

販管費の削減 +６億円

海外事業の拡大 ＋２７億円

医薬品事業の増益

＋２億円

＋２億円

前期は営業利益が69億円と前年同期比37億円の増益となりましたが、その主な
要因についてご説明致します。
まず、海外事業の拡大27億円が挙げられます。また、販管費の削減6億円と国内
農薬販売の増益2億円があり、さらに医薬品事業の拡大2億円もあり、合計で37
億円の増益であります。
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農薬（国内) − 売上高構成比

主力自社開発品の普及拡販により増収

187 196

ご覧のグラフは、国内農薬販売の売上高構成比を表したものです。
前期は、水稲用殺菌剤チアジニルや園芸用殺菌剤ピラジフルミドなどの主力自社
開発品目の普及拡販に努めました。また、商慣習改善による農薬の使用時期およ
び流通に即した販売への平準化を図ったことなどから、売上高は196億円と前年
同期比9億円の増収であります。
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農薬（海外) − 地域別売上高

中南米で販売低迷もアジア・欧州で増収

実績為替レート ： 106.37円/ドル
121.10円/ﾕｰﾛ

343

433

ご覧のグラフは、海外農薬販売の地域別売上高を表したものです。
前期は、競争激化などから緑の中南米の売上高が伸び悩みました。
一方、⻘のアジアではインドで良好なモンスーンの降雨に加え、今期より販売を
開始した園芸用殺虫剤トルフェンピラドと殺虫剤フルベンジアミドの寄与もあり
売上高が伸⻑しました。
さらに、赤の欧州では競合剤から市場シェアを獲得した、ばれいしょ枯凋剤ピラ
フルフェンエチルの販売が増加したことなどから売上高が伸⻑しました。
これらの結果、海外販売全体の売上高は433億円と前年同期比90億円の増収であ
ります。
なお、前期の為替の実績はここにお示ししたとおりであります。
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農薬（その他）

ノウハウ技術料が減少

27
25

ご覧のグラフは、国内・海外農薬販売以外の農薬事業に係る売上高を⻘のノウハ
ウ技術料と緑の緑地農薬等に区分して実績を表したものです。
前期は、技術導出先の販売が伸び悩んだことからノウハウ技術料が減少しました。

11



12

農薬以外の化学品

医薬品が好調に推移

39
42

ご覧のグラフは、農薬以外の化学品事業を、赤の医薬・動物薬、⻘のノウハウ技
術料と緑のシロアリ薬剤等に区分して実績を表したものです。
前期は、外用抗真菌剤ルリコナゾールおよびラノコナゾールの足白癬分野の売上
高が伸⻑しました。
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ご覧の表は、国内グループ会社の前期の主要業績を表したものです。
表の中ほどに記載の、ニチノー緑化では、コロナ禍の影響を受けゴルフ場薬剤な
どの販売が伸び悩みましたが、経費圧縮に努めた結果、増益を確保しました。
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海外グループ会社主要業績
（単位：百万円、％）

（＊ニチノーヨーロッパの19.4-20.3実績は18カ月分（18.10-20.3）)

＊

ご覧の表は、海外グループ会社の前期の主要業績を表したものです。
表の一番上に記載の、ニチノーアメリカでは、技術普及活動が奏功した殺虫剤ブ
プロフェジンと落花生の作付面積拡大により需要が拡大した殺菌剤フルトラニル
の販売が牽引し業績が伸⻑しました。
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Ⅲ. 2022年3月期業績見通し

次に、2022年3月期業績見通しについてご説明致します。
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2022年3月期見通し

売   上   高 740 715 24 3.5

農薬（国内） 225 196 29 14.9

農薬（海外） 442 433 9 2.0

農薬（その他） 16 25 △ 9 △ 35.0

農薬以外の化学品 38 43 △ 4 △ 11.2

そ　の　他 19 19 0 2.2

売 上 原 価 512 473 38 8.2

売上総利益 228 242 △ 14 △ 5.9

販売費及び一般管理費 187 172 14 8.3

営 業 利 益 41 69 △ 28 △ 40.9

経 常 利 益 38 57 △ 19 △ 33.6

親会社株主に帰属する

当　期　純　利　益 26 43 △ 17 △ 40.2

22年3月期
計画

21年3月期
実績 前期比 伸び率

（単位：億円、％）

売上高は、中核事業である農薬事業が国内、海外とも伸⻑することを主要因に、
740億円と前期比24億円、3.5％の増収の見通しであります。
利益面では、営業利益は41億円と前期比28億円、40.9％の減益、経常利益は38
億円と前期比19億円、33.6％の減益となり、親会社株主に帰属する当期純利益
は26億円と前期比17億円、40.2％の減益の見通しであります。
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2022年3月期見通し

売上高 715億円 → 740億円 （＋ 24億円）
営業利益 69億円 → 41億円 （△ 28億円）

ノウハウ技術料の減少

医薬品事業の減益

△８億円

△３億円

為替等連結調整

国内農薬販売の増益

販管費の増加

＋６億円

△15億円

△８億円

今期の営業利益は、41億円と前期比28億円の減益の見通しであります。
その主な要因をご説明致しますと、増益要因として国内農薬販売の増益6億円が
挙げられます。その一方で、減益要因として、販管費の増加15億円、ノウハウ
技術料の減少8億円があり、さらに、医薬品事業の減益3億円や為替等連結調整8
億円もあり、差し引きで28億円の減益であります。
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農薬（国内) − 売上高構成比

コルテバ社製品の販売契約締結により売上が伸⻑

225
196

ご覧のグラフは、今期の国内農薬販売の売上高構成比を表したものです。
今期は、レイミーのAI病害虫雑草診断やドローンによる農薬散布を始めとする技
術力と営業力の融合による提案型営業スタイルを確立させ、チアジニルやピラジ
フルミドなどの主力品目の普及拡販を目指します。
また、先般公表致しましたように、今期からコルテバ社の品目を販売開始するこ
ともあり、売上高は、225億円と前期比29億円の増収の見通しであります。
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農薬（海外) − 地域別売上高

中南米が増収

計画為替レート ： 105円/ドル
125円/ﾕｰﾛ

442433

ご覧のグラフは、今期の海外農薬販売の地域別売上高を表したものです。
アジア地域では、ニチノーインディアのインド国内における販売基盤の底上げと
原体製造機能強化に取り組むとともに、ベンズピリモキサンの開発を着実に推進
します。
米州では、ニチノーアメリカにおいて除草剤オルトスルファムロンの適用拡大や
メキシコビジネス強化による事業拡大に取り組みます。
また、グループ内のシナジー最大化の一環として、シプカムニチノーブラジルの
普及販売体制の確立に努め、フルベンジアミドを始めとする当社開発品目の拡販
を目指します。
さらに、欧州ではニチノーヨーロッパにおいて適用拡大によるピラフルフェンエ
チルの最大化やフルトラニルの市場シェア獲得などに努め事業基盤の構築を目指
します。
これらの結果、海外販売全体の売上高は、442億円と前期比9億円の増収の見通
しであります。
なお、今期の為替の計画はここにお示ししたとおりであります。
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農薬（その他）

ノウハウ技術料が減少

16

25

ご覧のグラフは、農薬事業に係るノウハウ技術料と緑地農薬等の今期の見通しを
表したものです。フルベンジアミドの特許満了に伴いノウハウ技術料が減少する
見通しであります。
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農薬以外の化学品

医・動物薬が減収

43
38

ご覧のグラフは、農薬以外の化学品の今期の見通しを表したものです。
今期は、シロアリ薬剤分野で新たに販売を開始する「ネクサスZ（ゼータ）
800」の普及拡販に努めます。医薬品事業では、販社のプロモーション活動支援
を継続し、ルリコナゾールの爪白癬分野での拡販に努めるものの、足白癬分野で
の販売が伸び悩む見通しであります。
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国内グループ会社主要計画

22年3月期 21年3月期

計　画 実　績 前期比 伸び率

売 　上　 高 43,931 43,110 820 1.9
日 本 農 薬 営　業 利 益 1,769 3,369 △ 1,599 △ 47.5

当期純利益 1,951 2,993 △ 1,041 △ 34.8
売 　上　 高 4,712 4,619 92 2.0

二チノーサービス 営　業 利 益 105 150 △ 45 △ 30.4
当期純利益 75 94 △ 18 △ 19.9
売 　上　 高 1,955 2,019 △ 64 △ 3.2

二チノー緑化 営　業 利 益 15 95 △ 80 △ 84.1
当期純利益 5 62 △ 57 △ 91.1
売 　上　 高 750 761 △ 11 △ 1.5

日本エコテック 営　業 利 益 1 26 △ 25 △ 96.2
当期純利益 5 23 △ 17 △ 77.6
売 　上　 高 2,040 1,957 82 4.2

アグリマート 営　業 利 益 144 207 △ 63 △ 30.4
当期純利益 92 133 △ 41 △ 30.9

（単位：百万円、％）

ご覧の表は、国内グループ会社の今期の主要計画を表したものです。
ここに掲げた計画を最低ラインとして捉え、さらなる業績の積み上げを目指しま
す。
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22年3月期 21年3月期

計　画 実　績 前期比 伸び率

売 　上　 高 8,434 8,744 △ 310 △ 3.5
ニチノーアメリカ 営　業 利 益 470 1,416 △ 945 △ 66.8

当期純利益 318 1,060 △ 741 △ 69.9
売 　上　 高 416 579 △ 163 △ 28.2

日 佳 農 葯 営　業 利 益 21 97 △ 76 △ 78.3
当期純利益 18 80 △ 61 △ 76.7
売 　上　 高 9,153 8,843 309 3.5

ニチノーインディア 営　業 利 益 210 403 △ 192 △ 47.8
当期純利益 63 253 △ 189 △ 75.0
売 　上　 高 11,738 9,124 2,613 28.6

ｼﾌﾟｶﾑﾆﾁﾉｰﾌﾞﾗｼﾞﾙ 営　業 利 益 996 427 568 133.1
当期純利益 376 △ 719 1,096 -
売 　上　 高 4,966 5,572 △ 605 △ 10.9

ニチノーヨーロッパ 営　業 利 益 334 323 10 3.3
当期純利益 277 280 △ 2 △ 0.8

海外グループ会社主要計画
（単位：百万円、％）

ご覧の表は、海外グループ会社の今期の主要計画を表したものです。
表の下から二つ目に記載の、シプカムニチノーブラジルでは、先ほどご説明した
ようにフルベンジアミドの拡販などによる収益改善を見込んでおります。
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Ⅳ. 新中期経営計画

次に、新中期経営計画についてご説明致します。
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目次

前中期経営計画の総括
新中期経営計画

事業環境
将来ビジョン

1.

2.
(１)
(２)

新中期経営計画の基本方針・経営目標(３)

事業戦略( 4 )
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目次

前中期経営計画の総括
新中期経営計画

事業環境
将来ビジョン

1.

2.
(１)
(２)

新中期経営計画の基本方針・経営目標(３)

事業戦略( 4 )

まず、前中期経営計画の総括についてご説明致します。
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前中期経営計画（EGG2021）の基本方針

今までの
グローバル

展開

前中期経営計画「EGG 2021」では、「収益性の向上」と「グループ力強化」を
2本柱として、これまでに実施した成⻑戦略の収益貢献を加速し、グローイング
グローバルを確固たるものにする基盤強化を行ってまいりました。
最終年度である2021年3月期の計画値（グループKPI）は、営業利益47億円、売
上高763億円であり、これに加え、新たな成⻑戦略の実現による売上高1,000億
円達成を目指してまいりました。
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2021年３月期 実績と計画値の差異

２０２1年3月期
実績

２０２1年3月期
EGG2021

計画
差異

連結売上高 ７１５ ７６３ △４８

連結営業利益 ６９ ４７ ＋２３

（単位：億円）

このグループKPIに対し、2021年3月期の実績は、計画比48億円未達の売上高
715億円、営業利益は計画比23億円過達の69億円となりました。
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高

前中期経営計画と売上高実績の差異分析

為替差損：▲54億円
競争激化による販売減および

低採算品目整理：▲19億円

ジェネリック品販売：▲13億円
原体ビジネス遅延：▲15億円

その他：▲4億円
欧州伸⻑に
よる連結化

ピラフルフェンエチル増販 4億円
チアジニル増販 10億円

移転価格調整（ニチノーヨーロッパ） 5億円

売
上
高（
億
円
）

売上高における計画値と実績との差異の内訳はご覧のとおりで、欧州事業の伸⻑
によるニチノーヨーロッパの連結化や日本農薬単体における自社開発品目の増販
等があったものの、為替の影響等に伴うインドおよびブラジルの連結子会社の業
績伸び悩みにより、計画値に到達することができませんでした。
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前中期経営計画と営業利益実績の差異分析
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営
業
利
益

一方、営業利益における計画値と実績との差異の内訳はご覧のとおりで、前述の
とおりインドおよびブラジル子会社が計画未達となったものの、日本農薬単体お
よび欧米子会社が計画を過達した結果、営業利益は計画値を大きく上回りました。
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◆収益性の向上 主な内容と成果
探索研究 パイプライン充実 新規殺虫剤プレ開発移行

新規系統の進捗
製品開発 登録進捗 日本 ピラジフルミド（潅注分野登録）

ベンズピリモキサン
（2020年9月登録）

インド ベンズピリモキサン
（登録申請中）

ブラジル フルベンジアミド
（2021年販売開始）

米国 ピラジフルミド（登録申請中）

新規展開 スマート農業対応 AI画像診断アプリのリリース

事業提携 KUREi 出資/フロストバスター試験販売開始

機能強化 組織改編 生産技術研究所・外販事業本部の設置

その他 国内営業施策変更 受注品売上等の商習慣見直し

土地開発推進 ⼾⽥地区完了・大阪事業所進行中

◆グループ力強化 主な内容と成果
海外 拠点整備・拡充 ﾆﾁﾉｰｲﾝﾃﾞｨｱ製販体制整備（設備投資）

欧州伸⻑によるﾆﾁﾉｰﾖｰﾛｯﾊﾟ連結化
ﾆﾁﾉｰﾍﾞﾄﾅﾑ本格稼働

国内 ビジネスフレーム変更 ニチノー緑化・アグリマートの機能強化
ADEKAとの連携
（シナジー効果創出）

共同購入実施（調達）
受託製造検討（生産）
ライフサイエンス分野の連携開始（研究）

◆企業風土の改革 主な内容と成果
体制整備 CSR･SDGs経営推進 日農グループCSR推進体制の整備と稼働
改革活動 業務改革・働き方改革 改革案件約680件への取組

柔軟な働き方の導入
在宅勤務制度、エリア正社員制度、
短時間勤務制度、フレックスタイム制度

人事制度改革 新賃金制度導入（年齢給廃止）
多様な雇用形態の導入

エリア正社員・シニア社員等

前中期経営計画の成果

前中期経営計画期間中においては、パイプラインの充実化、新規剤ベンズピリモ
キサンの登録取得、重点剤のターゲット市場における登録申請と開発推進、イン
ドにおける製販体制強化、スマート農業への対応、CSR]経営推進、業務改革・
働き方改革の推進など、事業基盤の強化に一定の成果を上げることができました。
最終年度である2021年3月期は、新型コロナウイルスの感染拡大が続きましたが、
当社は従前より在宅勤務の環境整備を進めるなど働き方改革の推進を図っていた
ことなどから、特段支障なく事業を継続することができました。
また、株式会社ＡＤＥＫＡとの資本業務提携によるシナジーを早期に創出し発揮
するべく活動を推進してきました。
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前中期経営計画から見えてきた課題

◆投資案件の収益性向上
（インド・ブラジル子会社など）

◆グローバル展開に向けたR&D加速化、
次世代事業の確立

◆持続的な企業価値の向上

一方で、インド・ブラジル子会社などの「投資案件の収益性向上」、「グローバ
ル展開に向けたR&D加速化、次世代事業の確立」、そして「持続的な企業価値
の向上」が今後の課題となっております。
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次に当社グループを取り巻く事業環境についてご説明致します。
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外部環境の変化（社会的・経済的・政治的要因）

■全般：
人口増加と食料問題

77億（2019）→85億（2030）→96億（2050）

世界的な食料安定供給の深刻化は必至

■農薬事業：
世界市場は伸⻑、国内は緩慢に縮⼩

多国間企業（MNCs）の統合進捗
ジェネリック農薬・企業の台頭

農薬登録を巡る環境変化
EU登録規制の厳格化と波及
化学農薬抑制（防除資材の多様化）
中国規制強化（新農薬規制条例）
国内登録制度変更（再評価制度導入）
みどりの食料システム戦略

■中国リスク：
原材料調達リスク懸念
化学品規制強化
米中貿易摩擦

■全般：
COVID-19影響の継続

経済打撃（GDP・雇用・金利・消費指数・・・）
農薬ビジネス（流通・物量確保：前倒し需要発生）
農業周辺（農産物輸出入・消費動向：影響は限定的）

■農業：
先端技術（IoT/AI/RPA）の社会実装進捗

スマート農業化の加速・ゲノム編集作物導入

国内農業従事者減少・高齢化の進捗
構造変革（大型農業法人化・流通改革）

日本農薬グループ

【Growing Global】

■全般：
CSR経営：社会的要請の高まり

SDGs/2030アジェンダ国連採決（2015）
政府SDGsアクションプラン制定（2018）

当社グループの中核事業である農薬事業を取り巻く環境は、世界的な人口増加や
新興国の経済発展などを背景とした食料需要の拡大から、グローバルな農薬市場
は拡大傾向にあります。
一方、国内では、農業従事者の高齢化、後継者不足の深刻化による耕作面積の減
少、政府による農業資材費低減方針などを背景に、農薬市場は漸減傾向が継続す
るものと考えられます。
また、創薬難度の高まりと農薬登録要件の増加により、新規薬剤開発コストが増
大し、開発期間も⻑期化しております。
さらに、各国の農薬登録制度における要件の厳格化、ジェネリック農薬との価格
競争、原材料費や委託製造費の高騰、異常気象による農作物への影響など当社グ
ループを取り巻く事業環境は一層厳しさを増しております。
なお、今後の見通しにつきましては、昨年度に引き続き国内外ともに新型コロナ
ウイルス感染症拡大の終息が見通せず、企業収益や雇用環境などの悪化により世
界経済の減速が懸念されます。当社グループの中核事業である農薬事業は、食料
安定供給を支える農業生産の根幹に関わるビジネスであるため、他の業種に比べ
影響は限定的であると考えられますが、生産、調達などへの直接的な影響や農業
を取り巻く環境変化による間接的な影響が想定されます。
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環境の変化（農薬市場）

 世界の農薬市場は人口増加に合わせて増加トレンド続くと予想（2.1%/年 成⻑）
 国内の農薬市場規模は3,400億円前後でほぼ横ばい
 ジェネリック農薬のシェアが拡大
 登録規制強化により化学農薬登録数が減少
 生物農薬・バイオスティミュラントの市場規模は拡大傾向（規模は限定的）

出所） Agbioinvestor

増加トレンド続く

ご覧のグラフは、2000年以降の世界の農薬市場の推移を表したものです。
先ほどご説明したとおり、世界の農薬市場は増加トレンドが続くことが予想され
ます。
一方で、ジェネリック農薬のシェア拡大、登録規制強化による化学農薬登録数の
減少や生物農薬・バイオスティミュラントの市場規模拡大など、その中身に変化
の兆しがあると認識しております。
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次に、当社グループの将来ビジョンについてご説明致します。
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日農グループの理念および経営計画の位置づけ

コーポレート
ステートメント

Global Innovator for Crop & Life
食とくらしのグローバルイノベーター

（理念を実現するための手段）

理
念

経
営
計
画

日農らしさ

CSR基本方針は普遍的な概念で
あり経営計画、理念全体を網羅
する位置づけ

CSR基本方針

CSR活動

基本理念

行動憲章

ビジョン

中期経営計画

経営方針・事業計画（年次）

（基本理念に基づく行動規範）

（グループの存在意義、目的、価値観）

（Growing Global）

「技術革新による食と環境・社会への貢献」 
 

日本農薬グループ基本理念に基づき、技術革新に
よる安定的な食の確保と豊かな生活・環境を守る
べく挑戦し続け、社会に貢献してまいります 

当社グループは、基本理念として、
「安全で安定的な食の確保と、豊かな生活を守ることを使命として、社会に貢献
すること」、
「技術革新による新たな価値の創造にチャレンジし、市場のニーズに応えるこ
と」、
「公正で活力ある事業活動により全てのステークホルダーの信頼に応えること」
の3つを掲げております。
この基本理念の下、当社グループの持続的な成⻑と中⻑期的な企業価値の向上を
図るために、将来のありたい姿を定めた日農グループビジョンを定めております。
そして、これらのバックボーンとして「技術革新によって食と環境・社会へ貢献
すること」をCSR基本方針として定めております。
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Nichino Group－ Growing Global
新規農薬、医・動物薬など、顧客ニーズに適う先進技術
を提供し農業生産や健康的な生活を支える

低環境負荷製品、省力化技術など、SDGsに資する製品、
サービスを拡大し持続可能な社会に貢献する

コーポレートビジョン

当社グループのコーポレートビジョンは、「Nichino Group - Growing Global」
であり、
新規農薬、医薬、動物薬など、顧客ニーズに適う先進技術を提供し農業生産や健
康的な生活を支えること、
ならびに
低環境負荷製品、省力化技術など、SDGsに資する製品、サービスを拡大し持続
可能な社会に貢献すること
を目指してまいります。

38



39

2030年のありたい姿 将来のありたい姿

企業イメージ
魅力ある新製品技術、CSR(SDGs)経営
を通じてグローバルで“ニチノーブラン
ド、ニチノー品質”が浸透

ライフサイエンス分野のリーディングカン
パニーとして認知
社会の課題解決と持続的発展に大きく貢献

事業規模
営業利益率10%以上
売上1,250億円超（海外売上比率70%）
既存事業1,000億円＋新規事業250億円

営業利益率15%以上
売上2,000億円超
既存事業1,500億円＋新規事業500億円

販売力
国内シェア10%以上
海外拠点から周辺への展開を拡大
新規事業を確立

世界Top10以内
国内No.1（農薬事業として）
医薬・動物薬、および新規事業が収益の柱

研究開発 国内外でライフサイエンスの研究開発拠点を
確立

コンスタントにグローバル向け農薬、医薬動物
薬を開発

生産 ほぼ全ての自社原体製造機能を保有
生産の自動化実現

自社グループで原体生産を完結
他のライフサイエンス分野の製品も生産
コスト競争力と独自技術を保有

人財・ガバナンス 場所と時間に拘らない働き方が確立 グループ全体の多様な人財がグローバルで活躍

バック
キャスト

日農グループのありたい姿

このコーポレートビジョン達成に向けた将来のありたい姿として、当社グループ
は事業規模として営業利益率15％以上、売上高2,000億円を目指しております。
その達成に向け、2030年に営業利益率10％以上、売上高1,250億円の実現を図っ
てまいります。
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ここまでご説明してまいりました、前中期経営計画での課題、事業環境、そして
将来ビジョンを踏まえ、今般、新たな中期経営計画を策定いたしました。
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新中期経営計画スローガン

食とくらしのグローバルイノベーター

呼称は「Ensuring Growing Global 2（EGG2）」であります。
そして、グループビジョンの達成に向けた新たなコーポレートステートメント
「Global innovator for Crop & life 食とくらしのグローバルイノベーター」を
掲げ、前中期経営計画に引き続きグローインググローバルを確固たるものにする
基盤強化を行います。基盤強化としては、グループシナジー拡大を含めた「収益
性の向上」に加え、「技術革新・次世代事業の確立」、「持続的な企業価値の向
上」を基本方針とし、先進技術による農業生産や健康的な生活を支え、持続可能
な社会に貢献する企業グループを目指します。
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新中期経営計画３年間の基本方針
• 重点品目の拡大
• 国内農薬販売の強化
• 原体の最適生産体制による原価低減
• グループシナジーの拡大

収益性の向上

• 研究開発の推進とグローバル展開
• 非化学農薬分野への拡大
• ＤＸ取組

技術革新

次世代事業の確立

ＣＳＲ活動、ＥＳＧ経営の強化
業務改革・働き方改革の推進

持続的な企業価値の向上

3つの基本方針の具体的施策はご覧のとおりです。後ほど詳しくご説明致します。
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新中期経営計画（２０２４年３月期計画）

2024年3月期
計画

2021年3月期
実績 差異

連結売上高 ８９０ ７１５ ＋１７５

連結営業利益 ６４ ６９ △５

（単位：億円）

配当方針： 安定配当を基本とし
配当性向30%以上を目指す

新中期経営計画の最終年度である2024年3月期の計画値はご覧のとおりで、売上
高890億円、営業利益64億円の達成を目指してまいります。
また、配当方針として、安定配当を基本とし配当性向30％以上を目指してまい
ります。

43



44

0

200

400

600

800

1,000

2018.9
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*EGGの成⻑率は
2.5年で計算

2012年のグループビジョン策定後、当社グループの売上高は、年率平均で6.3％
増加してまいりました。新中期経営計画期間においては、年率7.5％の成⻑を達
成するべく、各種施策を実行してまいります。
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新中期経営計画の数値計画（営業利益）

*フルベンジアミド
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2021年3月期実績対比での最終年度における営業利益の増減要因はご覧のとおり
であります。
増益要因として販売の増加等による実質成⻑分16億円がある一方、減益要因と
して、フルベンジアミドに関するロイヤリティ収入の減少10億円に加え、将来
への成⻑の布⽯として研究開発費の増加11億円があり、2021年3月期実績から5
億円減となる計画です。
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売
上
高（
億
円
）

新中期経営計画の数値計画（3年間）
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ご覧のグラフは2021年3月期から、新中期経営計画最終年度までの売上高、販管
費および営業利益の推移を表したものです。
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為替レート 2024.3計画 2021.3実績

ドル（＄） １０５円 １１０.７１円
レアル（Ｒ＄） ２０円 １９．９１円
ルピー（INR) １.５円 １.５２円
ポンド（￡） １４０円 １５２.２３円

想定為替レート

新中期経営計画最終年度における想定為替レートはご覧のとおりです。
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目次

前中期経営計画の総括
新中期経営計画

事業環境
将来ビジョン

1.

2.
(１)
(２)

新中期経営計画の基本方針・経営目標(３)

事業戦略( 4 )

次に、新中期経営計画における事業戦略をご説明致します。
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収益性の向上 ①収益性の向上

（1）重点品目の拡大

主要重点品目 ：ベンズピリモキサン、ピリフルキナゾン、ピラフルフェンエチル、フルベンジアミド
戦略エリア ： ブラジル（シプカムニチノーブラジル）、インド（ニチノーインディア）

（2）国内農薬販売の強化

コルテバ社との販売契約締結･パートナーシップの強化

（3）原体の最適生産体制による原価低減

ニチノーインディア： 自社原体増産

自社製造 ： マザー工場としての役割強化（新規原体、フルベンジアミド等自社原体）

外注製造 ： 需給状況に対応した２ｎｄソースとして活用

（4）グループシナジーの拡大
事業部門およびグループ企業の普及販売力強化

販社販売・在庫状況把握によるタイムリーな品繰りと販売施策支援

収益性の向上における具体的な取組みはご覧のとおりです。
「重点品目の拡大」では、ベンズピリモキサン、ピリフルキナゾン、ピラフル
フェンエチル、フルベンジアミドの４品目を主要重点品目と定め、国内外同時開
発、海外登録取得推進により販売エリアの拡大および拡販に努めます。また、ブ
ラジルとインドを主な戦略エリアと定め海外グループ会社を成⻑ドライバーとし
て事業規模を拡大させます。
「国内農薬販売の強化」では、コルテバ社とのパートナーシップの強化を図って
まいります。
「原体の最適生産体制による原価低減」では、原体のグローバル最適生産体制の
構築と原価低減に努めるとともに、より一層の生産効率の向上を目指します。
「グループシナジーの拡大」では、事業部門およびグループ企業が設定した普及
販売力強化につながる各施策を確実に実施します。また販社販売・在庫状況を把
握し、タイムリーな品繰りと販売施策支援に努めます。
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その他 フルベンジアミド ピラフルフェンエチル ピリフルキナゾン ベンズピリモキサン

単位：億円

0

売上
※ フルベンジアミドのBCS向け原体売り分は

その他に含む

2021.3 2022.3E 2024.3E

890

715

740

重点品目販売計画（連結） ①収益性の向上

４つの重点品目の連結での販売計画はご覧のとおりです。
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122期見込 123期 125期

日本農薬・国内子会社 ニチノーアメリカ ニチノーヨーロッパ
日佳農葯 ニチノーインディア ｼﾌﾟｶﾑﾆﾁﾉｰﾌﾞﾗｼﾞﾙ

2022.3E 2024.3E

890

715 740

ブラジルとインドを主な戦略エリアとして事業規模を成⻑させる

為替
レアル：20円
ルピー：1.5円
台湾元：3.47円
ポンド：140円
ドル：105円

*日農は連結消去を除く数値

海外グループ会社を成⻑ドライバーに

売
上
高（
億
円
）

2021.3

①収益性の向上

ご覧のとおり、海外グループ会社を成⻑ドライバーとして事業規模を拡大させる
計画であります。
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国内農薬販売の強化

コルテバ社との販売契約締結・パートナーシップの強化
• 本年5月12日付で、国内農薬市場におけるシェア拡大を図るため、

日本国内におけるコルテバ社製品の販売について販売契約を締結
• 本年10月1日より、日本国内においてコルテバ社が直接販売してい

る農薬製品の販売を開始
• 今後、両社が保有する製品の研究・開発やスマート・デジタル農業

等においても積極的に協業を図る

①収益性の向上

国内農薬販売の強化に向けた取り組みとして、コルテバ社と当社は、国内農薬市
場におけるシェア拡大を図るため、日本国内におけるコルテバ社製品の販売につ
いて販売契約を締結いたしました。
これにより、当社は日本国内においてコルテバ社が直接販売している農薬製品を
2021年10月1日よりコルテバ社に代わり販売を開始いたします。
また、コルテバ社および当社は今後、両社が保有する製品の研究・開発やスマー
ト・デジタル農業等においても積極的に協業を図ってまいります。
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253

これらの取り組みにより、国内農薬販売をご覧のとおり拡大させる計画でありま
す。
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（1）研究開発の推進とグローバル展開
パイプライン化合物の早期開発
開発進捗可視・共有化、開発優先度の策定、グループ内協議の展開

（2）非化学農薬分野への拡大
医薬・動物薬の開発
生物農薬、バイオスティミュラントの導入
半発酵物質（化粧品・香料・環境浄化）の事業化

（3）DX取組
DXを活用した業務改革（ビジネスプロセスの変換）により効率化を加速
スマート農業の推進とグローバル展開
スマート工場化による生産効率化
GMS導入・BI活用による経営情報把握と意思決定の迅速化

技術革新・次世代事業の確立 グループ力の強化②技術革新・
次世代事業の確立

技術革新・次世代事業の確立における具体的な取組みはご覧のとおりです。
詳細は次のスライドからご説明致します。
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18年 19年 20年 21年 22年 23年 24年 25年 26年 27年 28年 29年 30年 31年 33年32年

■ ピラジフルミド
（パレード、ディサイド）登録

園芸・芝用殺菌剤

■ベンズピリモキサン
（オーケストラ）登録
水稲用殺虫剤
（日印同時開発：日/20年、印/22年(予定)）

殺虫剤 A

殺虫剤 B

殺菌剤

34年

研究開発の進捗・グローバル展開

既存剤最大・最長化策の継続・強化（新製品開発・新市場開拓）

戦略的品目導入の強化

高性能探索系統の探索・開発加速
（パイプラインの継続的な拡充）

継続的・安定的な新規剤創製・開発（パイプライン拡充と早期事業化）

・創薬難度が高まる中、パイプライン化合物拡充は着実に進捗している
・戦略的な研究開発費投資（売上高の約10％）により、新規剤を着実に事業化する
・グループ間連携の強化によりグローバル登録・開発力を強化する

・・・・・・・・・・

中期経営計画
Ensuring Growing Global-2/EGG-2

（年度）

近年、新たな生理活性化合物の発明、発見すなわち「創薬」の難度は著しく高
まっており、加えて安全性評価基準の高度化や既存登録維持コストなどの研究開
発費の負担が急速に増大しております。
このような状況下、開発中の新規剤として、殺虫剤2剤と殺菌剤1剤があり、加
えて、これらに続く探索初期有望剤も多数保有するなど、パイプライン化合物の
拡充は着実に進捗しております。
本中計期間においては、毎期、売上高の10％を目安とした戦略的な研究開発投
資を行うことで、これら新規剤を着実に事業化してまいります。
また、グループ間連携の強化により、グローバル登録・開発力の強化を図ってま
いります。

なお、本日（5月25日）、かねてより開発を進めておりました、新規水稲用殺虫
剤ベンズピリモキサン、商品名「オーケストラ」が日本で販売開始の運びとなり
ました。インドでも2022年の販売開始に向け、グループ会社でありますニチ
ノーインディアと連携し開発を加速化してまいります。
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ライフサイエンス分野
【得意領域】

食（農業）
【既存領域】

健康
【新規領域】

生活

リ
ソ
ー
ス
・
技
術

【コア技術】
有機化学合成

農薬
動物薬（家畜） 医薬 動物薬（ペット）

【新規技術】
バイオリソース
発酵、天然物

生物農薬
バイオスティミュラント

高付加価値作物
健康補助成分

半発酵生産技術を
活用した新製品

（例：化粧品・香料）

【新規技術】
サービス
AI・ICT

スマート農業（AI画像診断）
【展開中】

￥

既存事業 から
新規領域・新規技術へ
戦略的に拡大し 、
段階的な事業化へ進める

・ADEKAグループ・ライフサイエンス部門としての拡充
・業務提携によるシナジー効果の最速・最大化への取り組み

ライフサイエンス分野事業拡大

当社は、ADEKAグループのライフサイエンス事業の中核会社として、同分野の
事業を拡充し、業務提携によるシナジー効果の最速・最大化を図ってまいります。
ご覧のとおり、当社における主たる既存事業は、農薬、家畜向けの動物薬、そし
て医薬品でありますが、ここから新規領域・新規技術へ戦略的に拡大し、段階的
に事業化を進めてまいります。
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• 食品加工廃棄物となるコーヒー粕を原料とした過冷却促進資材
• 防霜剤として果樹・芝分野を主たる市場と位置付けて普及

フロストバスター（2021年試験販売開始）

天然物質の半発酵生産技術を活用したビジネス展開（2023年事業化）

特定機能成分を産生する作物の作出（2026年事業化）

• 天然有用物質の酵素的、有機的合成技術を確立
• 非農薬資材（例：化粧品・香料）として供給

• 健康補助機能成分を作物に蓄積
• 安定的生産を実現、品種を登録

医薬・動物薬の開発（2021年リード化合物決定⇒2023年開発着手）
• 継続的に評価可能な研究体制を構築

ライフサイエンス分野事業の取組

M&Aによる外部価値の取り込みによる事業領域拡大も適宜検討

農薬以外のライフサイエンス分野における取組はご覧のとおりで、医薬・動物薬
の開発、生物農薬や作物の健全な育成を助けるバイオスティミュラントの導入、
天然物質の半発酵生産技術を活用したビジネス、特定機能成分を産生する作物の
作出など、化学農薬事業により培ってきた技術・経験を活かし、ライフサイエン
スを通じた健康的な生活に寄与する新たな価値を社会に提供します。
さらに、M&Aなど、外部価値の取り込みによる事業領域拡大も適宜検討します。
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手 段

デジタルで
トランスフォーム
(変革)する

顧客サービス
と企業価値の
向上

会社・ビジネス
製品・サービス
業務プロセス
組織・制度
文化・風土

対 象 実 施 目 的

デジタルやIT技術を活用し、事業や業務の在り方を変革
スマート農業による省力化の推進 2023年までにアジア展開
スマート工場の検討促進 2023年に一部自動生産化実現
管理会計（GMS）の構築・BI活用による可視化推進

2021年（国内）2022年（海外）稼働
AI, IoT, RPA等を活用した業務改革・探索研究の効率化
SNSやウェビナーを活用した効率的普及活動
BCP対応強化

DX推進による顧客サービスと企業価値の向上

DX推進による顧客サービスと企業価値の向上に関する取り組みはご覧のとおり
で、スマート農業による省力化の推進をはじめ、スマート工場化への移行促進、
普及活動におけるSNSやウェビナーの活用など、デジタルやIT技術を活用し、事
業や業務の在り方を変革する事で顧客サービスと企業価値の向上に努めます。
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ドローン 農業クラウドＡＩ防除支援システム生産者

ダイレクトコミュニケーション
マーケティング

生産者とのダイレクトコミュニケーション、マーケティングを通じた新たな価値の提供
病害虫・雑草管理の完全スマート化を実現するプラットフォームを確立

連携

中計期間中にフェーズ2に

フェーズ1（現在） フェーズ2（〜2023） フェーズ3（〜2030）
日本国内 アジア グローバル展開

レイミーのAI病害虫雑草診断
ユーザー獲得・作物拡大

グローバルビジネスの確立 精密農業のインフラ確立

スマート農業による省力化の推進

その取り組みの一環として、病害虫および雑草が診断可能なスマホ用アプリ、レ
イミーのAI病害虫雑草診断を昨年4月にリリースし、生産者とのダイレクトコ
ミュニケーションやマーケティングを通じた新たな価値の提供を図るとともに、
病害虫・雑草管理の完全スマート化を実現するプラットフォームの確立を目指し
ております。
フェーズ1の段階である現在は、日本国内でのユーザー獲得および診断対象作物
の拡大を図っておりますが、本中計期間中には、フェーズ2としてアジアでのグ
ローバルビジネスを確立し、将来的には、フェーズ3であるグローバル展開、精
密農業のインフラ確立に向けて、スマート農業への取組みを加速化させてまいり
ます。
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単位：億円

研究開発投資（日本農薬単体：3年間総額142億円）

2021年3月期
実績 2022年3月期 2023年３月期 2024年３月期 3年間総額

研究開発投資
（計画） 42 43 45 53 142

売上高研究開発
費比率（単体） 9％ 10％ 10％ 11％
売上高研究開発
費比率（連結） 6％ 6％ 6％ 6％

パイプライン化合物の充実により研究開発投資増加が必須

研究開発投資

日本農薬単体における本中期経営計画期間中の研究開発投資総額は142億円を計
画しております。
充実化しておりますパイプライン化合物の着実な事業化により、将来の収益拡大
を図るため、研究開発投資を増額することといたしました。
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2021年3月期
実績 2022年3月期 2023年３月期 2024年３月期 3年間総額

日本農薬単体
（計画） 11 11 13 17 40

ニチノーインディア ・ベンズピリモキサン原体製造設備
・その他日本農薬原体製造設備等 21

合計 61

生産効率化、DX推進に向け積極的な設備投資を実施

設備投資

単位：億円
設備投資（3年間総額：日本農薬単体40億円、連結61億円）

本中期経営計画期間中の設備投資総額は61億円を計画しております。
ニチノーインディアにおいて、重点品目であります新規剤ベンズピリモキサン原
体の製造設備を増強するほか、生産効率化、DX推進に向けた積極的な設備投資
を行ってまいります。

61



62

（1）CSR活動、ESG経営の強化
SDGsに向けて、CSR活動・ESG経営を通じて貢献する（CSRと経営の統合）

CSR推進体制を推進力とする全社展開（啓発・風土醸成の促進）
優先領域・優先課題への計画的な取り組み（CSR-WG機能の発揮）

（2）業務改革・働き方改革の推進
働きがいのある環境整備により、従業員の「やりがい」を向上

人事考課制度の抜本的見直し、福利厚生見直し
フリーアドレス化、HO・FO*活用、社内電話のモバイル端末化

グローバル人財開発の推進
D&I：ダイバーシティー&インクルージョンへの取り組み

持続的な企業価値の向上

＊HO・FO：ホームオフィス、フレキシブルオフィス

③持続的な
企業価値の向上

持続的な企業価値の向上における具体的な取組みはご覧のとおりです。
詳細は次のスライドからご説明致します。
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CSR/SDGs：既往の取り組み
創業以来の事業実績/社会貢献

・日本初の農薬専業メーカーとしての自負と責任で培われた事業活動
・農業（食料生産）とそれを取り巻く自然環境や人類の豊かな暮らしに密接に関連

・社会的ニーズに合致した技術と製品の研究・開発・製造・販売への取り組み

基本理念/行動憲章
・SDGsが目指している幅広い概念や課題に合致
・化学産業としてのRC（レスポンシブル・ケア）活動への取り組み

・7つのRCコード（日本化学工業協会）
環境保全、保安防災、労働安全衛生、物流安全、化学品・製品安全、社会との対話、総合マネージメント

日本農薬グループの基本理念 SDGsの目標
・安全で安定的な食の確保と、豊かな生活を守ることを使命として、
社会に貢献します。

・技術革新による新たな価値の創造にチャレンジし、
市場ニーズに応えます。

・公正で活力ある事業活動により、
全てのステークホルダーの信頼に応えます。

③持続的な
企業価値の向上

当社は、ご覧の三つの「日本農薬グループ基本理念」を経営の基本方針に掲げ、
安全で安定的な食の確保と豊かな生活を守ることを使命として、世界の農業に貢
献するため技術革新を続けてまいりました。
当社グループの事業内容は、農業とそれを取り巻く自然環境や人類の豊かな暮ら
しに密接に関連しており、事業の推進やグローバル化に対応してSDGsが掲げる
幅広い概念や課題に継続して取り組んでおります。
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・限りある農耕地面積で、世界的人口増加を支える食料確保が必要
・農薬を使用しなかった場合、稲；約8割・⼩⻨；約7割・リンゴ；1割以下まで収量減(注1)

・23の原体が世界の延べ100以上の国と地域で農薬登録を取得し食料増産・品質向上へ貢献

「日本農薬グループ」の事業内容は、農業や環境あるいは人々の生活や福祉と
深く関係するものです。そのため、事業の推進やグローバル化に対応して、
SDGsが標榜する幅広い概念や課題に対して継続して取り組んでいます。

原体 （薬剤） 例 登録年 登録国数 使用面積概算 (注2)

イソプロチオラン （フジワン剤：殺菌剤・PGR) 1975 28 257万ha
ブプロフェジン （アプロード剤：殺虫剤） 1984 62 208万ha
ピラフルフェンエチル （エコパート剤：除草剤、植調剤） 1999 38 232万ha

フルベンジアミド （フェニックス剤：殺虫剤） 2007 70 1130万ha(注3)

(注1)：日本国内の減収量 出典：「農薬を使用しないで栽培した場合の病害虫等の被害に関する調査報告」（1990年〜2006年日本植物防疫協会）
(注2): 販売数量と一般的な使用薬量を用いて推定した、(注3)：当社のライセンス先であるBayer社の出荷数量(推定)を含む使用面積

すべての人に健康と福祉を

飢餓をゼロに

・抗真菌剤分野における貢献；製薬3社を通じ広範な患者へ処方
・グローバル展開：米国・中国でも足白癬剤を販売

CSR/SDGs：既往の取り組み ③持続的な
企業価値の向上

世界的人口増加による食料需要が高まる中、限りある農地で食料確保を行う必要
があり、当社保有の23の原体は、全世界延べ100以上の国と地域で農薬登録を取
得し、食の安定供給と品質向上に貢献しております。
また、農薬メーカーとして培ってきた技術を応用し、外用抗真菌剤の原薬開発も
手掛けており、その製品は日本で医療用処方薬やOTC薬として広く使われてい
るだけでなく海外でも人々の健康的な暮らしに役立っております。
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つくる責任、つかう責任

・技術革新による作物保護分野における省力化やコスト低減を実現

ジェンダー平等を実現しよう
・CSR推進体制の強化、「人権・労働慣行分科会」活動の拡充

（ﾀﾞｲﾊﾞｰｼﾃｨ推進担当設置、公正で平等な女性参画等）
・コーポレート・ビジョン「グローイング・グローバル」に基づく段階的なグループ内企業への浸透

産業と技術革新の基盤をつくろう

ベンズピリモキサン： 新規作用(脱皮ﾎﾙﾓﾝ代謝阻害）
ブプロフェジン： 世界初の水稲ｶﾒﾑｼ目用IGR
フルベンジアミド： 世界初のﾘｱﾉｼﾞﾝ受容体作動薬
イソプロチオラン： 植調作用・高温障害対策剤・ｳﾝｶ密度抑制
ピラフルフェンエチル： 枯調剤（省力化）

・先進技術（IoT）の取り込みによるスマート農業への転換を主導
（レイミーのAI病害虫雑草診断アプリ等）

・レスポンシブル・ケア（RC）活動の拡充と監視（研究・開発・製造・物流・使用・廃棄・リサイクル）
・製品ライフサイクルを通じた化学物質管理、廃棄物削減（廃棄物ゼロ・エミッションの維持・拡大等）
・適正で定期的な情報公開（CSRレポートの拡充、農薬の役割・適正使用の啓発）

CSR/SDGs：既往の取り組み ③持続的な
企業価値の向上

さらに、CSR推進体制強化によるジェンダー平等実現にも社内にダイバーシティ
推進担当を設置するなど、従業員の意識改革に取り組んでおります。
また、研究開発型企業として技術革新を行い、数多くの新規作用性化合物を世に
生み出し農業の省力化やコスト低減に貢献しているほか、新たに先進技術を取り
込んだスマート農業へも参画しております。
つくる責任、つかう責任として、RC活動の推進や、農薬メーカーとして適正で
定期的な情報公開を行っております。
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気候変動に具体的な対策を

・有用農薬の創出・提供により、単位面積当たりの作物収量を向上させ、結果的に不要で無秩序な
新規農地開拓を減らし森林・草地・緑地の保護に貢献

・選択性を重視したIPM(総合的病害虫・雑草管理）に適合する薬剤の創製による環境（生物多様性
を含む自然生態系）負荷低減の取り組み

パートナーシップで目標を達成しよう

・省エネ活動の推進による、CO2排出量削減(４期連続削減達成)
・太陽光発電所の設置（佐賀県）による再生可能エネルギー活用促進
・環境格付融資(日本政策投資銀行)による「環境への配慮に対する取り組みが「先進的」評価取得、
省エネ優良事業者Sクラス(経済産業省)取得

陸の豊かさも守ろう

自社開発のIPM適合化合物
ベンズピリモキサン、ブプロフェジン、フルベンジアミド、メタフルミゾン、
ピフルブミド、ピリフルキナゾン、テブフェノジド、テフルベンズロン

・グローバル・パートナーシップの活性化
・公正で多角的なサプライチェーン・マネジメント強化への取り組み

CSR/SDGs：既往の取り組み ③持続的な
企業価値の向上

気候変動に対する具体的な対策として、CO2排出量削減をはじめ、再生可能エネ
ルギーの活用促進を進めており、省エネ優良事業者Sクラスを取得しております。
また、有用農薬の創出や提供は、単位面積当たりの作物収量を向上させ、結果的
に新規農地開拓を減らすこととなるため、森林・草地・緑地の保護に貢献してお
ります。
さらに、グローバル・パートナーシップの活性化や、公正で多角的なサプライ
チェーンマネジメント強化への取り組みも進めてまいります。
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コーポレートガバナンス強化
・２０２０年６月 監査等委員会設置会社への移行

経営監督機能の強化、業務執行の移譲による意思決定の迅速化
・適切な社外取締役比率（現状1/3）に関する検討開始

⇒経営の独立性維持、成⻑戦略推進のさらなる加速化
ダイバーシティ経営の推進
・女性取締役２名、女性執行役員１名
・外国人執行役員１名 ( 1名増員予定)

⇒さらなる多様化を推進

ガバナンスへの取り組み

経営会議と同格のCSR会議を新設（2020年10月）
・CSR経営の推進
・SDGsへの取り組みを加速化しESG開示事項を充実化

③持続的な
企業価値の向上

当社は、ESGの柱のひとつであるガバナンスについても充実化を図っております。
昨年6月には監査等委員会設置会社へ移行し、コーポレートガバナンスをより強
化致しました。
また、女性や外国人役員の登用によるダイバーシティ経営を推進し、経営の根幹
としてCSRに取り組むために昨年10月には経営会議と同格のCSR会議を新設し、
CSR経営の推進、SDGsへの取組み加速化を図っております。
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ＣＳＲ基本方針

ＣＳＲ基本方針

「技術革新による食と環境・社会への貢献」

日本農薬グループ基本理念に基づき、技術革新に
よる安定的な食の確保と豊かな生活・環境を守る
べく挑戦し続け、社会に貢献してまいります

③持続的な
企業価値の向上

これらの取組みの一環として、当社は本年3月、「技術革新による食と環境・社
会への貢献」をグループのCSR基本方針として定め、グループ基本理念に基づき、
技術革新による安定的な食の確保と豊かな生活・環境を守るべく挑戦し続け、社
会に貢献してまいりますことを、グループ全体で改めて共有いたしました。
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7つのCSR優先課題への取り組み（〜2023年）

全般：ESG共通
コンプライアンス・リスクマネジメントの拡充
（サステナビリティー・マネジメント：ＢＣＰ）
●グローバルコンプライアンス/リスクマネジメント

体制強化（印・伯・台）
●グローバル内部通報制度の構築
●各国農薬登録制度の規制強化への対応
●BCPの事業所別強化

（大規模災害・感染症・海外危機管理・研究/生産基盤）
●日化協SDGs連絡網への参加

E：環境
環境経営の高度化
（環境保全、ＲＣ活動）

●CO2排出量：▲3.8%（2013年対比）
●省エネ：ｴﾈﾙｷﾞｰ原単位▲1% （5年平均）
●モーダルシフト：事業所間20%
●環境会計の導入検討（GMS導入）

人権経営の拡充
（Ｄ＆Ｉ ・人財開発）

●人権/労働慣行分科会の稼働
（人権/人事ポリシーの策定：人権宣言）

●グローバル人事制度導入計画の立案
●新卒採用最終面接での女性割合40%
●採用者の女性比率30%（3年間平均）
●女性管理職比率13%

S：社会
安全文化の深化
（労働安全衛生、製品安全）

●労働/通勤/災害ゼロ
●粉塵爆発データ充実（原体：70%、中間体50%）
●品質管理/保証体制整備（製品回収ゼロ）
●潜在危険性の発掘強化
●グループでの製品安全情報の啓発/共有

S：社会
社会のニーズに対応した技術と製品開発
（顧客満足の追求）

●省力化製品の開発
ドローン散布登録取得（計59件）、
高密度処理（10剤）、側条施用（5剤）

●非化学農薬資材の開発
生物農薬：4億円（連結）、B/S：3億円（連結）

●スマート農業の拡充（AI診断ｱﾌﾟﾘ適用：19作物）
●抗真菌剤のグローバル開発（3件）
●新規事業分野拡大（１件）

コミュニティーへの参画
（ステークホルダーとの対話）

●ブランディング戦略の強化・推進
（社名ロゴ認知度15%、広告接触度13%）

●事業所見学の拡充（50件/年：総研）
●外部講師の派遣（5件/年：総研）
●事業活動を通じた地域活性化策の模索

企業・組織統治の強化
（コーポレートガバナンス、ＣＳＲマネジメント）

G：統治

●内部監査の実施（海外子会社含む）
●各グループ会社基本規程の整備継続
●ガバナンス委員会活性化
●取締役会実効性外部評価の実施

B/S：ﾊﾞｲｵｽﾃｨﾐｭﾗﾝﾄ

赤字：数値目標

S：社会

S：社会

③持続的な
企業価値の向上

CSR会議では、当社の現状分析を行い、ご覧の7つの優先課題を抽出し、現在、
これらの実現に向けたアクションプランの策定を進めております。
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業
務
改
革

働
き
方
改
革

前中期経営計画 新中期経営計画

業務改革テーマリスト
業務改革実行計画書

全社680テーマ 継続活動

＜DXを活用した業務改革の高度化＞
〜ビジネスプロセスの変換〜
RPAによる業務プロセスの自動化

VR、AR、MR等による業務プロセス改革
ITインフラ強化によるペーパーレス化推進

＜制度改革＞
賃金制度改革
在宅勤務制度

短時間勤務制度
エリア正社員制度

フレックスタイム制度充実化

＜働きがいのある環境整備＞
人事考課制度改革
福利厚生見直し

スマートオフィスの実現
HO・FO活用

モバイル環境の整備

企
業
価
値
の
向
上

＜全員参加型＞
業務棚卸、時間分析、ワイガヤ、

⼩日程計画、交流会 効
率
化

価
値
向
上

や
り
が
い

満
足
度
向
上

業務改革・働き方改革の推進 ③持続的な
企業価値の向上

前中期経営計画から実施しております業務改革・働き方改革につきましては、
DXを活用して業務改革をさらに高度化していくほか、働きがいのある環境整備
を進めることなどにより、企業価値の向上を図ってまいります。
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収益性の向上 技術革新・次世代事業の確立

基本方針

重点品目の拡大 研究開発の推進とグローバル展開
グループ横断会議実施によりグローバル登

録・開発力を強化

ＤＸ取組
ＡＩ画像診断とスマート農業

⇒アジア展開
スマート工場の検討

⇒一部自動生産化実現
管理会計（GMS）の構築・BI活用

⇒2021年（国内）2022年（海外）稼働

2021年3月期 営業利益69億円 売上715億円（海外売上比率63%）

2030年
魅力ある新製品技術、CSR(SDGs)経営を通じてグローバルで“ニチノーブランド、ニチノー品質”が浸透

営業利益率10%以上、売上1,250億円超（海外売上比率70%） 既存事業1,000億円＋新規事業250億円

グループシナジーの拡大
事業部門およびグループ企業の普及販売力強化

原体の最適生産体制による原価低減
中計3か年で約13億円の原価低減

収益性の向上 技術革新・次世代事業の確立 持続的な企業価値の向上

業務改革・働き方改革の推進
柔軟な働き方、働きがいのある環境の整
備により、「やりがい」を向上させ、満
足度の高い会社へ

人事考課制度の抜本的見直し、
福利厚生見直し
フリーアドレス化、HO・FO*活用、
固定電話廃止

CSR活動、ESG経営の強化
SDGs達成に向けて、CSR活動・
ESG経営を通して貢献

持続的な企業価値の向上

新中期経営計画 戦略構図

非化学農薬分野への拡大
医薬・動物薬の開発
生物農薬、バイオスティミュラントの導入
半発酵物質（化粧品・香料・環境浄化）の事業化

2024年3月期 営業利益64億円以上 売上890億円以上（海外売上比率64%）

国内農薬販売の強化
コルテバ社との販売契約締結･パートナーシップの強化

以上が、新中期経営計画EGG2の概要となります。
ご覧の図は、EGG2の全容を可視化したものとなります。
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